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企 業 局 管 理 規 程 

 鳥取県企業局企業職員就業規則の一部を改正する規程をここに公布する。 

  令和５年３月24日  

鳥取県知事 平 井 伸 治 

鳥取県企業局管理規程第１号 

鳥取県企業局企業職員就業規則の一部を改正する規程 

 

 鳥取県企業局企業職員就業規則（昭和38年鳥取県企業管理規程第６号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

（任用） 

第６条 職員の任用に関しては、地方公務員法第15条

から第22条の５まで及び第28条の２から第28条の５

までの規定の定めるところによる。 

 

（勤務時間、休暇等） 

第８条 職員の勤務時間、休日及び休暇については、

職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成６年鳥

取県条例第35号）及び職員の勤務時間、休暇等に関

する規則（平成６年鳥取県人事委員会規則第15号）

の規定の適用を受ける県職員の例による。ただし、

事務所の職員については、次に定めるところによ

り、勤務時間を割り振ることができる。 

(１)・(２) 略 

(３) １週間当たりの勤務時間は、休憩時間を除

き、38時間45分（地方公務員法第22条の４第１項

に規定する短時間勤務の職を占める職員について

は、知事が別に定める時間）とする。 

 

（任用） 

第６条 職員の任用に関しては、地方公務員法第15条

から第22条まで及び第28条の４から第28条の６まで

の規定の定めるところによる。 

 

（勤務時間、休暇等） 

第８条 職員の勤務時間、休日及び休暇については、

職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成６年鳥

取県条例第35号）及び職員の勤務時間、休暇等に関

する規則（平成６年鳥取県人事委員会規則第15号）

の規定の適用を受ける県職員の例による。ただし、

事務所の職員については、次に定めるところによ

り、勤務時間を割り振ることができる。 

(１)・(２) 略 

(３) １週間当たりの勤務時間は、休憩時間を除

き、38時間45分（地方公務員法第28条の５第１項

に規定する短時間勤務の職を占める職員について

は、知事が別に定める時間）とする。 

 (４) 略 

 

 (４) 略 

附 則 

 この規程は、令和５年４月１日から施行する。  
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 企業局企業職員の給与に関する規程の一部を改正する規程をここに公布する。 

  令和５年３月24日  

鳥取県知事 平 井 伸 治 

鳥取県企業局管理規程第２号 

企業局企業職員の給与に関する規程の一部を改正する規程 

 

 企業局企業職員の給与に関する規程（昭和41年鳥取県企業管理規程第２号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

（部分休業） 

第16条の２ 条例第17条第２項の企業管理規程で定め

る休業は、職員（非常勤職員（地方公務員法第22条

の４第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員

を除く。）、配偶者が育児休業をしている職員その

他の知事が定める職員を除く。）が、その小学校就

学の始期に達するまでの子を養育するため、１日の

勤務時間の一部（２時間を超えない範囲内の時間に

限る。）について勤務しないことが相当であると認

められる場合における休業とする。 

 

（海外随伴休暇） 

第17条 条例第17条第３項の企業管理規程で定める休

暇は、職員（定年前再任用短時間勤務職員（地方公

務員法第22条の４第１項又は第22条の５第１項の規

定により採用された職員をいう。）を除く。）が、

海外勤務を命ぜられた配偶者に随伴するため、勤務

しないことが相当であると認められる場合における

休暇とする。 

 

（勤務１時間当たりの給与額の算出） 

第18条 条例第８条、第10条及び第11条の手当を支給

する場合の勤務１時間当たりの給与額は、職員の勤

務が第９条に規定する特殊勤務手当の支給の対象と

ならない勤務であるときは、給料の月額、これに対

する初任給調整手当の月額及び特地勤務手当に準ず

る手当の月額の合計額に12を乗じ、その額を１週間

の勤務時間に52を乗じたものから８時間に18を乗じ

たもの（地方公務員の育児休業等に関する法律（平

成３年法律第110号）第10条第３項の規定により同 

条第１項に規定する育児短時間勤務の承認を受けた

職員（同法第17条の規定による短時間勤務をするこ

ととなった職員を含む。以下「育児短時間勤務職員

等」という。）及び地方公務員法第22条の４第１項

に規定する短時間勤務の職を占める職員（以下「短

 

（部分休業） 

第16条の２ 条例第17条第２項の企業管理規程で定め

る休業は、職員（非常勤職員（地方公務員法第28条

の５第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員

を除く。）、配偶者が育児休業をしている職員その

他の知事が定める職員を除く。）が、その小学校就

学の始期に達するまでの子を養育するため、１日の

勤務時間の一部（２時間を超えない範囲内の時間に

限る。）について勤務しないことが相当であると認

められる場合における休業とする。 

 

（海外随伴休暇） 

第17条 条例第17条第３項の企業管理規程で定める休

暇は、職員（再任用職員（地方公務員法第28条の４

第１項、第28条の５第１項又は第28条の６第１項若

しくは第２項の規定により採用された職員をい

う。）を除く。）が、海外勤務を命ぜられた配偶者

に随伴するため、勤務しないことが相当であると認

められる場合における休暇とする。 

 

（勤務１時間当たりの給与額の算出） 

第18条 条例第８条、第10条及び第11条の手当を支給

する場合の勤務１時間当たりの給与額は、職員の勤

務が第９条に規定する特殊勤務手当の支給の対象と

ならない勤務であるときは、給料の月額、これに対

する初任給調整手当の月額及び特地勤務手当に準ず

る手当の月額の合計額に12を乗じ、その額を１週間

の勤務時間に52を乗じたものから８時間に18を乗じ

たもの（地方公務員の育児休業等に関する法律（平

成３年法律第110号）第10条第３項の規定により同

条第１項に規定する育児短時間勤務の承認を受けた

職員（同法第17条の規定による短時間勤務をするこ

ととなった職員を含む。以下「育児短時間勤務職員

等」という。）及び地方公務員法第28条の５第１項

に規定する短時間勤務の職を占める職員（以下「短
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時間勤務職員」という。）にあっては、勤務時間条

例第２条第２項から第４項までの規定の適用を受け

る育児短時間勤務職員等及び短時間勤務職員の例に

より定められたその者の勤務時間をその者の１週間

当たりの勤務日（勤務時間条例第５条に規定する勤

務日をいう。以下同じ。）の日数で除して得た時間

に、18にその者の１週間当たりの勤務日の日数を５

で除して得た数を乗じて得た数を乗じて得た時間 

数)を減じたもので除して得た額（以下この項にお 

いて「月額給与の時間額」という。）とし、職員の

勤務が特殊勤務手当の支給の対象となる勤務である

ときは、月額給与の時間額に、その金額を８で除し

て得た額を加算した額とする。 

時間勤務職員」という。）にあっては、勤務時間条

例第２条第２項から第４項までの規定の適用を受け

る育児短時間勤務職員等及び短時間勤務職員の例に

より定められたその者の勤務時間をその者の１週間

当たりの勤務日（勤務時間条例第５条に規定する勤

務日をいう。以下同じ。）の日数で除して得た時間

に、18にその者の１週間当たりの勤務日の日数を５

で除して得た数を乗じて得た数を乗じて得た時間

数）を減じたもので除して得た額（以下この項にお

いて「月額給与の時間額」という。）とし、職員の

勤務が特殊勤務手当の支給の対象となる勤務である

ときは、月額給与の時間額に、その金額を８で除し

て得た額を加算した額とする。 

２ 略 

 

２ 略 

附 則 

（施行期日） 

１ この規程は、令和５年４月１日から施行する。 

（暫定再任用職員に関する経過措置） 

２ 地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第63号）附則第４条第１項若しくは第２項（これらの規

定を同法附則第９条第３項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）、第５条第１項若しくは第３項、

第６条第１項若しくは第２項（これらの規定を同法附則第９条第３項の規定により読み替えて適用する場合を

含む。）又は第７条第１項若しくは第３項の規定により採用された職員は、改正後の企業局企業職員の給与に

関する規程（以下「新規程」という。）第17条に規定する定年前再任用短時間勤務職員とみなして、新規程第

17条の規定を適用する。 
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企 業 局 訓 令 

鳥取県企業局訓令第１号 

 鳥取県企業局被服貸与規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 

  令和５年３月24日  

鳥取県知事 平 井 伸 治 

鳥取県企業局被服貸与規程の一部を改正する訓令 

 

鳥取県企業局被服貸与規程（昭和38年鳥取県企業訓令第８号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

別表（第２条、第６条関係） 

被服の貸与を受ける

ことができる職員 

種類 数量 貸与期

間(月) 

摘要 

 略 

３ 経営企画課にお

いて県営水力発電

所再整備・運営等

事業の業務に従事

する職員及び工務

課に勤務する職員 

 略 

 

 

別表（第２条、第６条関係） 

被服の貸与を受ける

ことができる職員 

種類 数量 貸与期

間(月) 

摘要 

 略 

３ 工務課に勤務す

る職員 

 

 

 

 

 略 

 

附 則 

 この訓令は、令和５年４月１日から施行する。 


